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(57)【要約】
【課題】脂肪族ポリアミドをマトリックスとする複合材料の接着方法を提供する。
【解決手段】脂肪族ポリアミドをマトリックスとする複合材料と、脂肪族ポリアミドから
なる成形体または脂肪族ポリアミド脂をマトリックスとする複合材料との接着方法であっ
て、被接着面に１）脂肪族ポリアミド、２）低級アルコール、３）フェノール類、フッ素
化アルコール、および－Ｃ（＝Ｏ）ＮＲ－結合（Ｒは炭素数１～３のアルキル基）を含む
液体化合物からなる群より選ばれる少なくとも１種との接着剤組成物を塗布して貼り合わ
せ、加熱加圧処理する接着方法。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　脂肪族ポリアミドをマトリックスとする複合材料と、脂肪族ポリアミドからなる成形体
または脂肪族ポリアミドをマトリックスとする複合材料との接着方法であって、被接着面
に１）脂肪族ポリアミド、２）低級アルコール、３）フェノール類、フッ素化アルコール
、および－Ｃ（＝Ｏ）ＮＲ－結合（Ｒは炭素数１～３のアルキル基）を含む液体化合物か
らなる群より選ばれる少なくとも１種との接着剤組成物を塗布して貼り合わせ、脂肪族ポ
リアミドの融点マイナス１７０℃以上、融点マイナス２０℃以下で加熱加圧処理する接着
方法。
【請求項２】
　フェノール類がフェノールおよびクレゾールからなる群から選ばれる少なくとも１種で
ある請求項１記載の接着方法。
【請求項３】
　低級アルコールが炭素数４以下のアルコールからなる群から選ばれる少なくとも１種で
ある請求項１～２のいずれかに記載の接着方法。
【請求項４】
　－Ｃ（＝Ｏ）ＮＲ－結合（Ｒは炭素数１～３のアルキル基）を含む液体化合物がＮメチ
ルピロリドン、およびジメチルアセトアミドからなる群から選ばれる少なくとも１種であ
る請求項１～２のいずれかに記載の接着方法。
【請求項５】
　脂肪族ポリアミドがナイロン６またはナイロン６６である請求項１～４のいずれかに記
載の接着方法。
【請求項６】
　接着剤組成物において、２）と３）との混合物１００重量部に対し脂肪族ポリアミドが
１～１７重量部である請求項１～５のいずれかに記載の接着方法。
【請求項７】
　加熱温度が５０～１７０℃である請求項１～６のいずれかに記載の接着方法。
【請求項８】
　加圧圧力が０．０１～２ＭＰａである請求項１～７のいずれかに記載の接着方法。
【請求項９】
　請求項１～８のいずれかの方法によって接着された複合材料接合体。
【請求項１０】
　界面部には、脂肪族ポリアミド１００重量部に対し、低級アルコールと、フェノール類
、フッ素化アルコール、および－Ｃ（＝Ｏ）ＮＲ－結合（Ｒは炭素数１～３のアルキル基
）を含む液体化合物からなる群から選ばれる少なくとも1種との混合物０．０００１～１
重量部が存在する請求項９に記載の複合材料接合体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、脂肪族ポリアミドをマトリックスとする複合材料の接着方法、およびこれよ
り得られる成形品に関する。
【背景技術】
【０００２】
　一般にプラスチックの接合にはスナップフィット、ボルト・ナットなど機械締結や、溶
着、接着剤などによる接合がある。スナップフィットは主に筐体固定などに使用されてい
るが強度はそれほど高くなく構造部材など力の掛かる部分の締結には不向きである。ボル
ト・ナット締結はその素材にもよるが一般に接合による重量増が嵩むほか、締結部位に力
が掛かった場合に特定の締結点に応力が集中し、それを起点として次々に破壊が進行して
いく懸念がある。次に振動溶着や熱溶着、超音波溶着は接合による重量増がなく、処理速
度も速く、アクリルやポリカーボネート、ナイロンなどの熱可塑性プラスチックには極め
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て有効な方法である。例えば特許文献１では接合面を溶融させ、接合する方法が示されて
いる。しかしながら溶着による接合の場合、装置規模にもよるが一般に一辺１ｍを超える
大物を接合することは比較的困難である。また溶着による接合の際、接合面に沿って溶融
・凝固した樹脂がバリとなって張り出し、トリミングなどの後加工でバリを除去する工程
が生じるほか、本来接合面となるべき厚みが当初より減少し所望の強度を得るためにあら
かじめ厚みを確保しておかなければならない欠点がある。接着剤を用いる接合は一般に、
重合性モノマー等を含有する接着剤を塗布、貼り合わせ、かかるモノマー等を重合または
架橋せしめることによって固化させ接着する方法が一般的である。この方法は大型部材の
接合においても特別な設備を必要とすることもなく行うことができるが、一般に接着剤は
強度を確保するため一定厚の接着剤層を確保することが必要であり、特に大型部材を接合
する場合には相当量の接着剤を要し、結果として得られた部材の大幅な重量増が見込まれ
るという欠点があった。一方接着する部材が熱可塑性プラスチックの場合は特許文献２に
記されている通り、接着剤として部材自体を溶解させる溶剤を用いて接着面の樹脂同士を
相溶させて接着させる方法が記されており、この場合接着剤による重量増がほとんどない
利点がある。特許文献３には熱可塑性プラスチックがナイロンの場合の接合方法が記載さ
れている。
【０００３】
　炭素繊維、ガラス繊維などで補強された複合材料は強度が高く構造材料として好適に使
用される。これら複合材料はマトリックス樹脂として熱硬化プラスチックが用いられてい
ることが多く、接合時には特許文献４にあるように一般に接着剤と機械締結を組み合わせ
た締結法が用いられる。
　しかし熱可塑性プラスチックをマトリックスとする複合材料においても強固な接着を達
成できるような方法は従来なかった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００６－２７３９９２号公報
【特許文献２】特開２００５－２０６８２４号公報
【特許文献３】特開２００３－８９７８３号公報
【特許文献４】特開２００７－２３１９９９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　発明の目的は、脂肪族ポリアミドをマトリックスとする複合材料と脂肪族ポリアミドか
らなる成形体との接着方法、または脂肪族ポリアミドをマトリックスとする複合材料同士
の接着方法を提供することである。なかでも本発明の目的は、脂肪族ポリアミドをマトリ
ックスとする複合材料の接着方法において、大型部材の接着にも適用可能であり、強固に
接着できる方法を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明者は上記課題を解決すべく鋭意検討した結果、脂肪族ポリアミドをマトリックス
とする複合材料と、脂肪族ポリアミドからなる成形体または脂肪族ポリアミドをマトリッ
クスとする複合材料とを、脂肪族ポリアミドと特定の溶剤とからなる接着剤組成物を塗布
して貼り合わせ、加熱加圧処理することで、強固に接着できることを見出し、本発明に到
達した。
【０００７】
　すなわち本発明は、脂肪族ポリアミドをマトリックスとする複合材料と、脂肪族ポリア
ミドからなる成形体または脂肪族ポリアミドをマトリックスとする複合材料との接着方法
であって、被接着面に１）脂肪族ポリアミド、２）低級アルコール、３）フェノール類、
フッ素化アルコール、および－Ｃ（＝Ｏ）ＮＲ－結合（Ｒは炭素数１～３のアルキル基）
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を含む液体化合物からなる群より選ばれる少なくとも１種との接着剤組成物を塗布して貼
り合わせ、加熱加圧処理する接着方法である。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明によれば脂肪族ポリアミドをマトリックスとする複合材料を、充分な接合強度を
有し、接合に伴う重量増を極めて抑えて接着することが可能である。本発明により脂肪族
ポリアミドをマトリックスとする大型構造の複合部材を得ることができる。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　以下、本発明の実施の形態について説明する。
[接着剤組成物]
　本発明において接着剤組成物は、１）脂肪族ポリアミド、２）低級アルコールと、３）
フェノール類、フッ素化アルコール、－Ｃ（＝Ｏ）ＮＲ－結合（Ｒは炭素数１～３のアル
キル基）を含む液体化合物からなる群より選ばれる少なくとも１種を含む。
【００１０】
　接着剤組成物における低級アルコールは、炭素数４以下のアルコールからなる群から選
ばれる少なくとも１種であることが好ましい。　低級アルコールは例えば後述のフェノー
ル類を常温で液状として使用するほか、塗布後の加熱加圧時に残留溶剤が少なくなるよう
に添加する。低級アルコールとしては具体的には、メタノール、エタノール、プロパノー
ル（異性体も含む）、ブタノール（異性体も含む）が挙げられ、１種でもまたはそれらの
混合物として用いてもよい。
【００１１】
　相溶性と溶剤残留を低減させるために低沸点のものが好ましい点から、炭素数１～３の
ものが好ましく、なかでもエタノール、２－プロパノールまたはそれらの混合物がより好
ましい。
【００１２】
　接着剤組成物におけるフェノール類としてはフェノールおよびクレゾールからなる群か
ら選ばれる少なくとも１種が好ましく挙げられる。クレゾールとしてはo-クレゾール、m-
クレゾールまたはo-m-p-混合クレゾールが、常温で液状であることから好ましい。は溶剤
残留を低減させるために沸点のより低いフェノールを用いることがより好ましい。
【００１３】
　フッ素化アルコールは常温で固体又は液体で、脂肪族ポリアミドを溶解させるものが好
ましく、例えばオクタフロロブタノール、ヘキサフロロブタノール、ヘキサフロロプロパ
ノール、ペンタフロロプロパノール（すべて異性体を含む）などが挙げられる。中でも脂
肪族ポリアミドの溶解性、入手性の観点から１，１，１，３，３，３－ヘキサフロロ－２
－プロパノールが好ましい。
【００１４】
　－Ｃ（＝Ｏ）ＮＲ－結合（Ｒは炭素数１～３のアルキル基）を含む液体化合物は常温常
圧で液体であり、脂肪族ポリアミドを溶解することができれば特に限定はないが、脂肪族
ポリアミドの溶解性および入手性の観点からＮメチルピロリドン、ジメチルアセトアミド
が好ましい。
【００１５】
　低級アルコールとフェノール類、フッ素化アルコール、および－Ｃ（＝Ｏ）ＮＲ－結合
（Ｒは炭素数１～３のアルキル基）を含む液体化合物から選ばれる少なくとも１種との重
量比は９０：１０から２０：８０の範囲であり、好ましくは１５：８５から７０：３０の
範囲であり、さらに好ましくは２０：８０から６０：４０の範囲である。低級アルコール
の重量比が９０を超えると脂肪族ポリアミドの溶解性が乏しくなり、また２０未満では塗
布して貼り合わせ、加熱加圧処理して接着した後の界面部の脂肪族ポリアミドに残留する
溶剤が多くなって接着後の強度およびＶＯＣ（揮発性有機化合物抑制）の観点から好まし
くない。
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【００１６】
　接着剤組成物に使用する脂肪族ポリアミドはポリカプロアミド（ナイロン６）、ポリヘ
キサメチレンアジパミド（ナイロン６６）、ポリヘキサメチレンドデカミド（ナイロン６
１２）、ポリウンデカンアミド（ナイロン１１）、ポリドデカンアミド（ナイロン１２）
よりなる群より選ばれる少なくとも一種の単独重合体、又はこれらを形成する原料モノマ
ーを数種用いた共重合体が挙げられる。汎用性の観点からナイロン６、ナイロン６６が好
ましい。用いる脂肪族ポリアミドの分子量は２５０℃おけるＭＦＲ値で１０～１６０ｇ／
１０ｍｉｎが好ましい。かかるＭＦＲ値１６０ｇ／１０ｍｉｎを超えると塗布する接着剤
組成物が液状でなくなり塗布しにくいため好ましくなく、また１０ｇ／ｍｉｎ未満では脂
肪族ポリアミドの分子量が低すぎて接着層の強度が不足するため共に好ましくない。
【００１７】
　接着剤組成物において、２）低級アルコールと、３）フェノール類、フッ素化アルコー
ル、および－Ｃ（＝Ｏ）ＮＲ－結合（Ｒは炭素数１～３のアルキル基）を含む液体化合物
から選ばれる少なくとも１種との混合物は、１）脂肪族ポリアミドの溶剤成分である。２
）と３）との混合物すなわち溶剤成分と、１）脂肪族ポリアミドとの重量比は、溶剤成分
１００重量部に対し脂肪族ポリアミドが１～１７重量部であり、好ましくは２～１３重量
部であり、さらに好ましくは３～１１重量部である。接着剤組成物における脂肪族ポリア
ミドの割合が１重量部未満では、被接着材料の脂肪族ポリアミドを溶剤で溶しすぎて接着
面に欠陥が生じ接着強度が著しく下がることがある。また１７重量部を超えると、かかる
混合物が流動性を失い塗布が困難になることがある。
【００１８】
　接着剤組成物の調製方法は、フェノール類、フッ素化アルコール、－Ｃ（＝Ｏ）ＮＲ－
結合（Ｒは炭素数１～３のアルキル基）を含む液体化合物から選ばれる少なくとも１種に
脂肪族ポリアミドを少量ずつ添加して均一な溶液を調製し、得られた均一な溶液に低級ア
ルコールを所定量添加することが好ましい。この際脂肪族ポリアミド添加においても、低
級アルコール添加においても、二次付着物（ダマ）の発生や析出物発生を避けるために攪
拌しながら徐々に添加することが好ましい。
【００１９】
　さらに常温で固体のフェノールなどを取り扱う場合、組成物が調製中液状を保つため加
温すること、例えばフェノールの場合は４０～６０℃程度に加熱液化して調製することが
好ましい。このような接着剤組成物とすることで、接着面近傍の付近の繊維内に囲まれた
マトリックス中に取り込まれた溶剤を揮発させることにより除くことが可能となり、所望
の接着強度が得られる。
【００２０】
[接着する材料]
　本発明において接着する材料とは脂肪族ポリアミドおよび／または脂肪族ポリアミドを
マトリックスとする複合材料である。すなわち接着する部材は、脂肪族ポリアミドをマト
リックスとする複合材料同士であっても、また脂肪族ポリアミドと脂肪族ポリアミドをマ
トリックスとする複合材料とであってもよい。脂肪族ポリアミドをマトリックスとする複
合材料とは有機または無機繊維で補強された複合材料である。
【００２１】
　複合材料を構成する有機繊維としては、パラ系またはメタ系のアラミド繊維、ポリエチ
レンテレフタレート、ポリエチレン－２，６－ナフタレートなどのポリエステル繊維など
が挙げられる。複合材料を構成する無機繊維としては、ガラス繊維、炭素繊維、金属酸化
物などの鉱物繊維などが挙げられる。
【００２２】
　複合材料中の繊維は、連続長を有する連続繊維であっても、不連続繊維であってもよい
。連続繊維の場合の形態は、とくに限定はなく、例えば織物、編物、または繊維を一方向
に配置したもの、不織布、およびそれらの積層体であってもよい。繊維を一方向に配置さ
れたものの場合は、繊維を配向方向を変えて多層積層してもよい。一方向繊維を積層する
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場合は積層面を厚み方向に対称に配置することが好ましい。また被接着部分である最外層
の一方向繊維の配向方向は、接着部分が力を受ける方向と平行になるように配置すること
が好ましい。一方向繊維の配向方向が力を受ける方向と垂直であると、接着部分に力が掛
かったとき複合材料積層の最外層が剥離する可能性がある。
【００２３】
　不連続繊維の場合は、繊維長にとくに限定はないが、強度に優れた複合材料を提供する
観点からは、平均繊維長が５ｍｍ以上のものを用いることが好ましい。複合材料で短繊維
を重なるように配置したものが好ましく挙げられるが、なかでも短繊維を配置するに当た
っては、繊維長５ｍｍ以上１００ｍｍ以下であり、複合材料中で、繊維は実質的に２次元
ランダムに配向しており、下記式（１）で定義される臨界単糸数以上の繊維束と、単糸の
状態または臨界単糸数未満で構成される繊維束が同時に存在することが好ましい。
　　臨界単糸数＝６００／Ｄ　　　（１）
（Ｄは平均繊維径（μｍ））
【００２４】
[被接着部材の脂肪族ポリアミド]
　被接着部材の脂肪族ポリアミド、および複合材料のマトリックスである脂肪族ポリアミ
ドとは、縮合基に直接芳香環を結合しない脂肪族ポリアミドであり、ポリカプロアミド（
ナイロン６）、ポリヘキサメチレンアジパミド（ナイロン６６）、ポリヘキサメチレンド
デカミド（ナイロン６１２）、ポリウンデカンアミド（ナイロン１１）、ポリドデカンア
ミド（ナイロン１２）よりなる群より選ばれる少なくとも一種の単独重合体、又はこれら
を形成する原料モノマーを数種用いた共重合体が挙げられ、例えばナイロン６、ナイロン
６６などが挙げられる。脂肪族ポリアミドの分子量は市販の脂肪族ポリアミドであれば問
題なく、２５０℃おけるＭＦＲ値として概ね１０～１６０ｇ／１０ｍｉｎであることが好
ましい。
【００２５】
　市販の樹脂には一般的に難燃剤、耐候剤、離型剤などの添加剤が含まれているが、脂肪
族ポリアミド樹脂中にはこれらが含まれていてもよい。
　なお被接着部材を構成する脂肪族ポリアミドは、接着剤組成物における脂肪族ポリアミ
ドと同種であっても異種であっても良いが、同種であることが好ましい。
【００２６】
[接着方法]
　本発明で用いる接着剤組成物は刷毛やスプレーなどによって前述の材料の被接着面に塗
布することが出来る。塗布量は接着面積を勘案して決めればよいが、少なすぎると接着性
に劣る場合があり、多すぎれば意匠面などに液だれした液状組成物が意匠面を溶して侵す
ことがある。塗布した被接着面は表面が溶けて粘着性が出るまで放置することが好ましい
。放置する温度は５～４０℃であり、時間は３０秒～３０分である。また、被接着面への
塗布・放置の工程は１回でなく、数回行ってもよい。また被接着面への接着剤組成物の塗
布は接着両面に行うことが好ましい。かかる塗布ののち両接着面を互いに貼付する。
【００２７】
　良好な接着力を得るために塗布した接着剤組成物由来の溶剤成分を充分に揮発させる必
要がある。そのためには接着面の温度が、接着剤組成物における脂肪族ポリアミドあるい
は被接着部材を構成する脂肪族ポリアミドの融点マイナス１７０℃以上脂肪族ポリアミド
の融点マイナス２０℃以下となるように加熱する。具体的にナイロン６またはナイロン６
６の場合の好ましい加熱温度は５５～１７０℃、より好ましくは７０～１６０℃、さらに
好ましくは１００～１５０℃である。加熱温度が融点マイナス１７０℃未満では良好な接
着力が得られないことがある。加熱温度が融点マイナス２０℃を超えると加熱部分がスプ
リングバックにより変形することがある。
【００２８】
　加熱時間は３分～３時間、好ましくは５分～２時間、さらに好ましくは１０分～１時間
である。加熱時間が３分未満では良好な接着力が得られないことがあり、加熱時間が３時
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間を超えるのは生産性の観点から好ましくない。
　得られた接着部材はフェノール類や低級アルコールの残留を極力少なくするためさらに
熱風や蒸気などで後処理することもできる。さらに揮発溶剤の拡散効率を上げるために周
辺雰囲気の置換や吸引することがより好ましい。
【００２９】
　また加熱する接着面には０．０１～２ＭＰａ好ましくは０．０２～１．５ＭＰａさらに
好ましくは０．０５～１ＭＰａの圧力をかけることが好ましい。圧力が０．０１ＭＰａ以
下では良好な接着力が得られないばかりか、加熱時に複合材料がスプリングバックして形
状を保持できず素材強度も低下することがある。圧力が２ＭＰａを超えると加圧部分が潰
れ、形状保持が困難となったり、素材強度が低下したりすることがある。
【００３０】
[接着された部材]
　脂肪族ポリアミドをマトリックスとする複合材料同士の接着、または該複合材料と脂肪
族ポリアミドとの接着に通常の接着剤を用いると、接着力を維持するための接着層確保か
ら約１割の重量増になることもある。特に自動車部品、航空部品、船舶部品、建築部材な
ど主に大型の部材の場合、重量増分が大きくなるといった問題があった。
【００３１】
　本発明の接着方法によれば、接着による最終的な重量増は接着剤組成物に溶解している
樹脂の増量分であり、表面層も厚み増はなく、塗布量から推算しても重量増は極めて微々
たるものであり、特にこれら大型部材の接着に好ましい結果をもたらす。
【００３２】
　本発明により接着された部材には、その接合界面に接着剤組成物中の溶剤成分が残留す
る。次に本発明の加熱加圧方法で接着した大型部材の界面部には、脂肪族ポリアミド１０
０重量部に対し、溶剤成分、すなわち低級アルコールと、フェノール類、フッ素化アルコ
ール、および－Ｃ（＝Ｏ）ＮＲ－結合（Ｒは炭素数１～３のアルキル基）を含む液体化合
物からなる群から選ばれる少なくとも1種との混合物０．０００１～１重量部が存在する
。溶剤成分は被接着部材の脂肪族ポリアミドに拡散するため本発明の接着方法によりゼロ
とすることは困難であり、実質的な下限値は０．０００１重量部である。上限値は１重量
部を超えないことが接着強度、ＶＯＣの観点から好ましい。
【００３３】
　本発明により脂肪族ポリアミドをマトリックスとする複合材料を接合したもの、すなわ
ち複合材料接合体が得られる。接着に際し上述のとおり適切な加圧によりその接合部の形
状を保持することが可能で、変形、膨潤などによる強度低下が殆んどない複合材料接合体
が提供できる。
【実施例】
【００３４】
　以下、本発明を実施例に基づき具体的に説明するが、本発明はこれらに限定されるもの
ではない。
【００３５】
[接着剤組成物１]
　フェノール（東京化成、純度９７％）７００重量部を６０℃に加熱して液化し、攪拌し
ながら少量ずつナイロン６（宇部ナイロン１０１１ＦＢ　融点２２５℃）５３重量部を溶
解した。得られた溶液に２－プロパノール変性エタノール（関東化学、純度９５％）３０
０重量部を少量ずつ加え接着剤組成物を調製した。
【００３６】
[接着剤組成物２]
　１，１，１，３，３，３－ヘキサフロロ－２－プロパノール（アルドリッチ）７０重量
部に２５℃で攪拌しながら少量ずつナイロン６（宇部ナイロン１０１１ＦＢ）５重量部を
溶解した。得られた溶液に２－プロパノール変性エタノール（関東化学、純度９５％）３
００重量部を少量ずつ加え接着剤組成物を調製した。
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【００３７】
[実施例１　接着試験]
　炭素繊維（東邦テナックス製テナックスＳＴＳ４０－２４ＫＳ（繊維径７μｍ、引張強
度４０００ＭＰａ）を、ナイロン６フィルム（ユニチカ・エンブレムＯＮ　融点２２５℃
　２５μ厚）を積層しながら、繊維方向０度、９０度交互に積層し、２６０℃、２ＭＰａ
、２０分加熱圧縮し、繊維が０度９０度交互、対称積層、炭素繊維体積率４７％、３００
ｍｍ角、２ｍｍ厚の炭素繊維複合材料を作成した。かかる複合材料を２５ｍｍ×１５０ｍ
ｍに２本切削、夫々の端２５ｍｍ×２５ｍｍ部に調製した接着剤組成物１を塗布・１分放
置のサイクルを３回繰り返した後貼付、該部を０．２ＭＰａ加圧、１２０℃加熱、１時間
密着させ、２５ｍｍ×２５０ｍｍの接着試験片を５セット作成した。インストロン社製強
度試験機インストロン５５８７を用いてこの接着試験片を１ｍｍ／分の速度で引張り、破
壊までの強度を測定したところ５セットの強度の平均値は１６ＭＰａであった。また破壊
後のサンプルの元接着部分表面から１００ｍｇを削って１０ｍＬのアセトンに入れ密封し
て常温で１日放置した。得られた分散液をメンブレンフィルターで濾過し、ガスクロマト
グラフィーで測定したところ接合面の残留溶剤はナイロン樹脂１００重量部に対し、０．
０１重量部であった。
【００３８】
[実施例２　接着試験]
　接着試験片を作成する際、接着剤組成物２を用い、５００μ厚のナイロン６のシート（
融点２２５℃）１枚を挟むこと以外は実施例１と同様に行ったところ、破壊までの強度は
５セット平均値で２３ＭＰａであった。また接合面の残留溶剤はナイロン樹脂１００重量
部に対し、０．００５重量部であった。
【００３９】
[比較例１]
　接着時の条件を０．２ＭＰａ、３０℃、１時間密着させた以外は実施例１と同様に行っ
たところ、破壊までの強度は５セット平均値で１ＭＰａ以下であり実施例１、２で使用し
たロードセルでは正確な計測ができなかった。
【００４０】
[実施例３　接着試験]
　平均繊維長１６ｍｍにカットした炭素繊維（東邦テナックス製テナックスＳＴＳ４０、
平均繊維径７μｍ）を平均目付け５４０ｇ／ｍ２、式（１）で定義される臨界単糸数は８
６であり、臨界単糸数以上で構成される炭素繊維束の割合が５３Ｖｏｌ％となるようラン
ダムに配置し、ユニチカＫＥ４３５－ＰＯＧ（融点２２５℃）クロス１０枚の間に挟みこ
んで２６０℃、２．５ＭＰａでプレスし１４００ｍｍ×７００ｍｍ、厚み２ｍｍの炭素繊
維複合材料からなる平板を作成した。得られた平板を２５ｍｍ×１５０ｍｍに２本切削、
夫々の端２５ｍｍ×２５ｍｍ部に調製した接着剤組成物２を塗布・１分放置のサイクルを
３回繰り返した後貼付、該部を０．２ＭＰａ加圧、１２０℃加熱、１時間密着させ、２５
ｍｍ×２５０ｍｍの接着試験片を５セット作成した。インストロン５５８７を用いてこの
接着試験片を１ｍｍ／分の速度で引張り、破壊までの強度を測定したところ５セットの強
度の平均値は１５ＭＰａであった。また破壊後のサンプルの元接着部分表面から１００ｍ
ｇを削って１０ｍＬのアセトンに入れ密封して常温で１日放置した。得られた分散液をメ
ンブレンフィルターで濾過し、ガスクロマトグラフィーで測定したところ接合面の残留溶
剤はナイロン樹脂１００重量部に対し、０．００５重量部であった。
【００４１】
［比較例２］
　接着時の条件を０．２ＭＰａ、３０℃、１時間密着させた以外は実施例３と同様に行っ
たところ、破壊までの強度は５セット平均値で１ＭＰａ以下であり実施例３で使用したロ
ードセルでは正確な計測ができなかった。
【００４２】
［実施例４］
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　実施例３と同様の方法で得られた平板を全幅１００ｍｍ、フランジ幅２０ｍｍ、底面幅
４５ｍｍ、高さ３０ｍｍ、長さ１４００ｍｍのハット形状を有する金型を用い２６０℃で
２．５ＭＰａでプレスしてハット形状の部材２本を作成した。得られたハット部材２本の
フランジ部分に接着剤組成物を塗布して各々を貼り合わせ、１５０℃加熱、０．１ＭＰａ
で１時間密着させ、長さ１４００ｍｍの中空材を作成した。中空材の重量は１．５ｋｇで
あり、接着による重量増は塗布した接着剤組成物が８５ｇであったことからおよそ４ｇで
あった。得られた中空材の端から１０ｍｍを切断し、さらに接着面を切断した。切断面を
切削した削り粉１００ｍｇを１０ｍＬのアセトンに入れ密封して常温で１日放置した。得
られた分散液をメンブレンフィルターで濾過し、ガスクロマトグラフィーで測定したとこ
ろ削り粉中の残留溶剤はナイロン樹脂１００重量部に対し０．０５重量部であった。
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